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研究成果の概要（和文）： 

本研究は小学校から成人期への入り口を経て職業生活の初期段階に至るまでの青少年を対象
として、１）青少年期から成人期への移行に関する統計的ポートレートを作成するとともに、
２）現代社会における諸「移行」問題を社会学的に考察することを目的とし、関東エリア（Ｋ
県Ｈ市）、東北エリア（Ｙ県Ｓ市）において実施してきた第一波調査（2003-2004 年）、第二波
調査（2006-2007 年）の続きとして第三波調査(2009-2011)を実施し、家族、学校、学校外教
育、よりマクロな社会文化的環境と関わりながら、定点観測と縦断的研究の視点から青少年
の学力形成、進路形成（学校から学校への移行、学校から職業への移行）のメカニズム、諸様
態を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The purpose of this study is to examine the transition process from childhood to 
adulthood statistically. We conducted the Wave3 surveys (2009-2011) in Areas of Kanto 
and Tohoku, following the Wave1 (2003-2004) and Wave2 (2006-2007) surveys. The 
surveys included the following topics: academic ability, school adjustment, 
out-of-school education, career perspectives, and family background. We examined the 
mechanism of the interactions of these factors from the longitudinal and 
cross-sectional perspectives.  
        
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００９年度 6,300,000 1,890,000 8,190,000 

２０１０年度 6,100,000 1,830,000 7,930,000 

２０１１年度 2,100,000 630,000 2,730,000 

総 計 14,500,000 4,350,000 18,850,000 

 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：教育学・教育社会学 

キーワード：  (1)移行  (2)学力  (3)進路 (4)青少年  (5)家庭的背景  

       (6)格差 (7) 縦断的調査   (8) 定点観測       

 

 
１．研究開始当初の背景 
(1)青少年期から成人期への移行危機 
 21 世紀初頭の変動社会における青少年の
「移行」危機は、①社会化（学力・能力・パ

ーソナリティ形成、citizenship 形成）、②人
材の選抜と配分（職業世界への円滑な移行）、
③社会化と選抜・配分を通した平等社会の実
現の、いずれの次元についても見られる。た
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とえば学力低下や公共性の喪失は社会化の
危機、いわゆるフリーター、無業者の増加は
人材の選抜・配分の危機、学力・教育達成に
おける社会階層間の格差の拡大は、平等社会
を実現する上での危機である。いずれも成人
期への円滑な移行という観点から見て再検
討を要する現象である。本研究は縦断的研究
を蓄積することによって、これらの危機の諸
相を家族、学校、学校外教育、よりマクロな
社会文化的環境との関わりにおいて観察し、
危機を克服するための教育システム等を構
築する処方箋を描くことが目指されていた。 
 
(2)国内外のおける縦断的調査研究の状況 
 わが国においては、上記の問題をそれぞれ
個別的に（学力低下や格差についての研究や、
フリーター研究、職業生活への移行と進路指
導研究など）、また一時点において取り上げ
た研究が大半を占める。成人期への移行とい
う観点から縦断的に、そして教育システムの
あるべき姿を対症療法ではなく構造的に探
求した研究は皆無に近い。一方、アメリカに
おいては、青年期から成人期へのトランジッ
ションを、国家的縦断的調査によって観察す
るための大規模調査が存在する（たとえば
NELS、High School & Beyond）。またイギリ
スでも同様に数多くの縦断的調査が存在す
る。それらは研究者に公開され、学術論文の
みならず教育政策等の策定に資する幾多の
成果を生んでいる。本研究は、そうした国内
における研究状況の欠陥を補い、また主とし
てアメリカ、イギリスにおける研究上のノウ
ハウを生かしつつ、設計されたものである。 
 
(3)第一波調査、第二波調査の成果と第三波
調査の焦点 
 「青少年期から成人期への移行についての
追跡的研究」は、東北エリアおよび関東エリ
アをフィールドとしている。私たちは第一波
調査、第二波調査に基づき、これまでに報告
書『JELS』第１集～第 11集（総論文数 94本）、
学会報告 39 本等を発表し、その成果は学術
的に、また社会的に注目されてきた（たとえ
ば、全国紙での報道件数約 15件）。とりわけ、
①学力と進路選択に対する家庭的背景の影
響力の大きさを、保護者調査によって採取し
た家庭経済（所得等）、文化的環境等によっ
て実証的に示した点、②学力と進路意識形成
の過程が、大都市圏と地方小都市とで大きく
異なることを明らかにした点は、わが国では
ほとんどはじめての知見といってよい。 
 第三波調査の焦点は、これらの知見をパネ
ルデータによって確認するとともに、学力と
進路意識形成の時系列的な変化とその規定
要因を明らかにするところにある。 
 
２．研究の目的 

 本研究の最終的な目的は、小学校から成人
期への入り口を経て職業生活の初期段階に
至るまでの青少年を対象として、縦断的
(longitudinal)方法を用いた追跡研究を行
うことによって、１）青少年期から成人期へ
の移行(transition)に関する統計的ポート
レートを作成するとともに、２）現代社会に
おける諸「移行」問題を社会学的に考察する
ことにある。この大規模な縦断的調査研究は
これまでに関東エリア（Ｋ県Ｈ市）および東
北エリア（Ｙ県Ｓ市）において第一波調査
（Wave 1 survey、2003-2004 年）、第二波調
査（Wave 2 survey、2006-2007 年）を実施し
てきた。本調査では Wave2で対象とした小３、
小６、中３コーホートと対象とした第三派追
跡調査を実施するとともに、新たな小３も対
象とすることで定点観測も実現することに
した。 
 
３．研究の方法 
 研究目的を達成するため、関東エリアおよ
び東北エリアの教育行政と学校から協力を
得て、小３、小６、中３、高３コーホートを
対象に、①児童・生徒質問紙調査、②同・学
力調査、③担任教員質問紙調査、④保護者質
問紙調査を実施した。本調査では、青少年の
学力および進路形成過程を総合的に把握し、
家庭的背景・文化的経済的環境と、教師のペ
ダゴジーや進路指導実践との間の相互作用
を社会学的に明らかにすることを試みた。本
研究は同じ地域、同じ学校の異なる時期の児
童生徒を時系列的に調査するという意味で、
児童生徒と学校教育に対する定点観測であ
る。また、同じ青少年を、小学校低学年‐小
学校高学年‐中学校‐高校‐学校から職業
へのトランジッション(移行)まで追跡する
という意味で追跡的研究である。 
 
＜関東エリア Wave3：2009 年＞ 
 調査対象は 関東エリアＫ県Ｈ市に所在す
る全ての小学校、中学校、公立高等学校であ
る。 
 
(1)児童・生徒質問紙調査（小３、小６、中
３，高３コーホート）小・中・高等学校の児
童・生徒を対象に質問紙調査を実施した。学
校生活、家庭での生活の様子などに加え、進
路意識、希望進路、市民性形成等を主な内容
とする。小３、小６、中３、高３、の４学年
（４コーホート）につき各約 1000 人、計 30
校を調査対象とした。回収数（率）は小３で
1091（90.2％）、小６で 1172（96.7％）、中３
で 895（89.4％）、高３で 1964（92.6％）で
あった。 
 
(2) 児童・生徒学力調査（算数・数学、同上
コーホート対象） 



 

 

 小・中学校の児童・生徒を対象に、学力調
査（算数・数学）を実施した。小３、小６、
中３の３学年（３コーホート）につき各約
1000 人、計 21 校を調査対象とした。 
 
(3)担任教員調査、中学校調査 
 小学校では担任教員の属性、ペダゴジーを、
中学校では学校教員の構成について明らか
にするため、対象校・対象クラスの担任教員
および学校代表者に対し質問紙調査と聞き
取り調査を行なった。高等学校については、
進路指導担当教員・教務担当教員を対象に含
め、聞き取り調査を行なった。(4) 児童・生
徒の保護者調査小６、中３の保護者に対し、
家庭的背景、しつけ、家族関係、家庭の文化
的・経済的環境、教育期待等について質問紙
調査を行なった。回収数（率）は小６で 1172
（49.9％）、中３で 895（38.6％）であった。 
 
＜東北エリア Wave3：2010 年＞ 
 調査対象は 関東エリアＹ県Ｓ市に所在す
る全ての小学校、中学校、公立高等学校であ
る。 
 
(1)児童・生徒質問紙調査（小３、小６、中
３、高３コーホート）小３、小６、中３、高
３、の４学年につき各約 1000 人、計 45 校を
調査対象とした。回収数（率）は小３で 905
（90.1％）、小６で 1000（91.6％）、中３で
928（84.3％）、高３で 898（97.3％）であっ
た。 
 
(2)児童・生徒学力調査（算数・数学、同上
コーホート対象） 
 小３、小６、中３の３学年につき各約 1000
人、計 39 校を調査対象とした。 
 
(3)担任教員調査、中学校調査 
 小学校では担任教員の属性、ペダゴジーを、
中学校では学校教員の構成について明らか
にするため、対象校・対象クラスの担任教員
および学校代表者に対し質問紙調査と聞き
取り調査を行なった。高等学校については、
進路指導担当教員・教務担当教員を対象に含
め、聞き取り調査を行なった。 
 
(4)児童・生徒の保護者調査 
 小３，小６、中３の保護者に対し、家庭的
背景、しつけ、家族関係、家庭の文化的・経
済的環境、教育期待等について質問紙調査を
行なった。回収数（率）は小３で 900（89.6％）、
小６で 1005（92.0％）、中３で 908（82.5％）
であった。 

 

４．研究成果 
 本研究の第３波調査までを実施・分析した
結果、主として以下７つの知見が得られた。

パネルデータとしては、現在、接続作業を進
行中であり、今後分析を進める計画である。 
 
 (1)中学校選択と家庭的背景 
 関東エリア第三波調査から、家での一週間
あたりの勉強頻度や勉強時間は希望する中
学校により異なり、国・私立中学校＞中等教
育学校＞公立中学校の順に多かったことが
明らかとなった。また、保護者調査の結果、
国・私立中学校を希望する子どもの家庭は、
世帯収入が非常に高く、塾や家庭教師など、
学校外教育にかける費用も高額であること
が明らかとなった。（『JELS』第 14 集） 
 
(2)学校外学習 
 関東エリア第三波調査から、親がどのよう
な学校外教育を選択するかは子どもの年齢
により異なること、また、子どもの成長のど
の段階で親が最も投資するかは学習系と習
い事で異なることが明らかとなった。さらに、
親の学校外教育費の規定要因について、家庭
的背景と学校外教育費の関連に着目して分
析をおこなったところ、親の学歴や所得は学
校外教育と強い関連があることが認められ
た。（『JELS』第 14 集） 
 
(3)生徒文化と家庭的背景 
 関東エリア第三波調査から、世帯所得によ
って学習の価値観（たとえば「算数／数学が
訳に立つ」など）への影響が確認された。近
年、「学校で学んだ数学など何も役にたたな
い」といった認識があるが、そうした社会状
況の中、算数／数学に意味を見出せるか否か
に所得階層による差異があることが分かっ
た。（『JELS』第 14 集） 
 
(4)学力と学習時間の関連 
 関東エリア第三波調査から、学力は社会階
層と関連を持ち、階層上位の子弟ほど学力が
高いことが分かった。さらに、社会階層上位
の児童・生徒ほど学習時間が長いことが明ら
かとなった。（『JELS』第 14 集） 
 
 (5)学力の経年変化とその規定要因 
 東北エリア第一波、第二波、第三派調査か
ら、それぞれの小３—小６、小６—中３コーホ
ートの学力の変化を考察したところ、学力レ
ベルの変化は小３—小６コーホート流動性が
高いこと、いずれのコーホートでも現在の学
力には３年前の学力が統計的に有意に影響
を与えていることが明らかとなった。また、
２時点ともに高い学力を維持するには、親学
歴の影響があることが分かった。（『JELS』第
15 集） 
 
(6)高等教育へのアクセス 
 東北エリア第二波、第三波調査から、ふつ



 

 

うの普通科高校と専門科国高で高等教育進
学率が低下していることが明らかとなった。
とくに男性と下位の階層の出身者ほど高等
教育に進学しない者が増加していることが
明らかとなった。（『JELS』第 15 集） 
 
(7)教育投資動機 
 東北エリア第三波調査から、所得階層別に
みた場合、所得が高いほど子どもの教育達成
に対する期待が高く、より計画的に子どもの
進学費用を貯金していることが明らかとな
った。また、子どもが女子の場合、計画的に
進学費用を貯金している割合が高いことも
明らかとなった。これは、男子の場合には「高
校」まで、女子は「専門・各種学校」を希望
する親が多かったという親の学歴期待が男
子と女子とでは異なることに由来するもの
と考えられる。（『JELS』第 15 集） 
 
＜今後の展望＞ 
 今後は第一波、第二波、第三波調査を接続
し、パネルデータを分析していく。これによ
り、子どもたちが成人期に至までのいつの時
点でつまずき、問題を抱えてしまうのかにつ
いて学校や家庭環境の影響を考慮しながら
明らかにすることができる。 
 さらに、高校を卒業した後の学校生活、職
業生活、そして家庭生活を継続して調査・分
析していくため、卒業生対象の追跡調査を企
画している。 
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